


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「福岡県南広域水道企業団水道ビジョン 2020」の表紙は、企業団が取水している筑後

川をイメージしてデザインしました。 

中央の青い波は、水の揺らぎをイメージしており、筑後川の豊富な水が穏やかに流れ

ている様子を表しています。 

右上と左下の模様は、上流に降った雨でできた小さな川の流れをイメージしており、

その流れが大きな筑後川につながっていく様子を表しています。 

白い大きな輪っかと青い小さな輪っかは、水の波紋をイメージしており、水のエネル

ギーが広がっていく様子を表しています。 

企業団は、筑後川のめぐみである「水」を通じて、地域とつながっています。水道ビ

ジョンの取組の１つ１つがたくさんの波紋となり、大きなエネルギーとなって、今後も

重要なライフラインである水道の役割を果たし続け、地域の発展に貢献していきたいと

の想いを込めています。 

表紙の紹介 

 



 

 

 

「福岡県南広域水道企業団水道ビジョン 2020」の策定にあたって 

 

 

当企業団は昭和 46 年 10 月の設立以来、創設事業、第一期拡張事業を終え、現

在は第二期拡張事業を推進しています。この間、順次構成団体を増やし、給水対

象は設立当初の７団体（７市町）から 12 団体（13 市町）に増加しました。 

現在実施中の大山ダムを水源とする第二期拡張事業は、構成団体の水需要増

加に対応するため、令和４年度末の完成を目標に推進しています。さらに、令和

２年４月に管理開始された小石原川ダムを水源とする第三期拡張事業にも着手

し、更なる水道水の安定供給に努めています。 

 その一方で、創設事業（昭和 50 年代前半）で整備した水道施設を長期的な観

点から計画的に更新していくとともに、気候変動に伴い頻発・激甚化する風水害

や大規模地震などに対し、引き続きハード・ソフト一体となった災害対策の強化

に取り組んでいく必要があります。 

また、小石原川ダムに係る費用負担が令和２年度から始まっていること、水道

施設の老朽化対策に莫大な費用が見込まれることなどから、今後の事業運営は

これまで以上に厳しくなることが予想されます。 

こうした中、厚生労働省は、人口減少に伴う水需要の減少、水道施設の老朽化、

深刻化する人材不足などの水道の直面する課題に対応し、水道の基盤強化を図

るため、水道法の一部を改正する法律を令和元年 10 月に施行しました。 

このような状況を踏まえ、当企業団におきましては、『安全で良質な水の安定

供給により住民生活の向上と地域の発展に貢献する』を基本理念として、「安全：

いつでも安全、快適に利用できる水道」、「強靭：災害や不測の事態に対応できる

強さとしなやかさを備えた水道」、「持続：変化する経営環境に適応し、将来に向

かって持続可能な水道」の３つの理想像を目指す『福岡県南広域水道企業団水道

ビジョン 2020』を策定いたしました。 

この理想像を実現するため、職員一丸となって取り組んでまいりますので、関

係各位のご指導、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

令和３年 ２月  福岡県南広域水道企業団企業長  鵜  木   賢



 

 

 



 

 

 

「福岡県南広域水道企業団」とは 

 

企業団設立以前、福岡県の南部、筑後川の中下流に位置する市町の生活用水は、久留米

市のみが筑後川を水源とし、その他の市町では水源を地下水に求めてきました。しかし、

これらの地下水源は、枯渇による水量減少や水質悪化といった問題がありました。加えて、

産業の発展と人口の増加、生活様式の変化に伴い、水需要は急速に高まり、地下水から水

道の利用に転換することが急務の課題となりました。そこで、久留米広域市町村圏内の生

活環境の向上と社会基盤の整備充実をはかることを目的に、地方自治法上の特別地方公

共団体である一部事務組合として、昭和 46 年 10 月に久留米市、大川市、筑後市、城島

町、大木町、三潴町、北野町の 3市 4町によって、「久留米広域上水道企業団」が設立さ

れました。 

その後、周辺市町の加入などにより給水対象が増加したことから、平成元年 10 月に「福

岡県南広域水道企業団」と改称しました。 

令和 2年 4月現在、福岡県南地域の 8市 3町 1企業団(久留米市、大川市、筑後市、柳

川市、大牟田市、八女市、朝倉市、みやま市、大木町、広川町、筑前町、三井水道企業団

（以下、「構成団体」という。））に対し水道用水を供給しています。 

水道用水供給事業とは水道により水道事業者に対してその用水を供給する事業をいい、

地域の皆様へ水道水を配る水道事業は水道法で原則として市町村が経営することになっ

ています。 
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当企業団は取水口（①）で取り入れた筑後川の水を、荒木浄水場（④～⑨）で浄水処理し、

送水ポンプ(⑩)で構成団体の配水場（⑪）へ送っています。さらに、構成団体は配水場に送

られた水を市町内の家庭や事業所などに届けています。 

このように、当企業団と構成団体が役割を分担し、連携・協力することで、地域の皆様へ

安全で良質な水道水を送り届けています。 

水源（ダム等） 

筑
後
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⑪

 

久留米市、大川市、筑 後 市、柳川市、大牟田市、

八 女 市、朝倉市、 みやま市、大木町、 広 川 町、

筑 前 町、三井水道企業団

福岡県南広域水道企業団

市や町の施設

⑪配水場

家庭や事業所などに水を送ります

構成団体
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第１章 策定趣旨と位置づけ   

 

 

 

（１）策定趣旨 

水道ビジョンとは、水道関係者の共通の目標となる将来像とそれを実現するための

具体的な施策を示したもので、国の水道ビジョンは、平成 16 年 6 月、厚生労働省によ

って策定されました。この水道ビジョンを地域レベルで作成したものが地域水道ビジ

ョンであり、当企業団は平成 19 年 2 月、「福岡県南広域水道企業団水道ビジョン」を策

定しました。併せて「水道ビジョン行動計画」を策定し、ビジョンを実現するための取

組を行ってきました。 

そうした中、平成 24 年度に大山ダムが完成し、当企業団にとって最後の水源となる

小石原川ダムが令和 2 年 4 月から管理開始されました。福岡県南地域の水道普及率は

未だに低い水準にあり、引き続き拡張事業を進めていく必要がある一方で、水源開発が

完了したことにより、当企業団も「拡張」の時代から「持続」の時代へと向かっていく

ことになります。水需要が伸び悩む中、令和 2年度から小石原川ダムの費用負担が始ま

り、創設期（昭和 50年代前半）に布設した管路が更新時期を迎えるなど、「持続」の時

代の経営環境はこれまで以上に厳しくなることが予想されます。 

国の水道ビジョンでは安全で強靭な水道の持続に資することを目的に、来るべき時

代に求められる課題に挑戦するための新しいビジョンが平成 25年 3 月に公表されまし

た。このような状況も踏まえて、今回、「福岡県南広域水道企業団水道ビジョン」の改

定を行うものです。 

 

（２）位置づけ 

今回策定する「福岡県南広域水道企業団水道ビジョン 2020」は、厚生労働省の「水

道事業ビジョン作成の手引き」及び総務省の「経営戦略策定ガイドライン改定版」を参

考に、水道事業ビジョン※1 と経営戦略※2 を一体のものとして作成しました。また、令

和元年 10 月の水道法改正の趣旨を踏まえた内容とすること、平成 31 年 3 月に策定さ

れた「福岡県水道ビジョン」との整合を図ることに留意しました（図 1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省  

「経営戦略策定ガイド 

ライン」 

図 1  「福岡県南広域水道企業団水道ビジョン 2020」策定関係図 

福岡県南広域水道企業団 
水道ビジョン 2020 

（経営戦略含む） 

「改正水道法(R1.10施行)」 

反映 

「水道事業ビジョン作成の手引き」 

福岡県 

水道ビジョン 

（H31.3 策定） 

ライン改定版」 

ライン」 

参考 

「経営戦略」の策定を要請 

新水道ビジョン 

 

（H25.3 公表） 

 

厚 生 労 働 省  

 
「水道事業ビジョン」の作成を推奨 

参考 

参考 

整合 
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第１章 策定趣旨と位置づけ   

 

 

 

※1 水道事業ビジョン：厚生労働省が H25.3 に公表した「新水道ビジョン」を踏まえ、水道事業者等

に「水道事業ビジョン」作成することを推奨しているもの。 

※2 経  営  戦  略 ：総務省が公営企業として計画的かつ合理的な経営による基盤強化のために、

10 年以上の計画期間で策定することを求めているもの。 

 

（３）計画期間 

 令和 2年度（2020 年度）から令和 11年度(2029 年度)までの 10年間 
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第 2 章 現状と課題   

 

 

 

はじめに 

（１）これまでの取組 

当企業団は、平成 19年 2月に策定した福岡県南広域水道企業団水道ビジョンに基づ

いて、「安全で良質な水の安定供給により、県南地域住民の生活向上と地域発展に貢献

する」を基本目標として、令和元年度までに 64の事業に取り組んできました。主な事

業の取組状況は、下記のとおりです。 

 

事業の取組状況 

１ 運営基盤の強化・サービスの向上 

 （1）広域化の推進による地域貢献 

 ①朝倉市、筑前町の新規加入と供給開始 

②第二期拡張事業の推進 

③小石原川ダムを水源とした第三期拡張事業認可の取得、水利権の申請 

④構成団体との水質管理の共同化 

（2）新規水源の確保（取水の安定化、将来の供給水量増に係る水源確保） 

 ①大山ダム（61,080ｍ3/日）の完成、小石原川ダム（50,420ｍ3/日）の管理開始 

（3）老朽施設の更新 

 ①アセットマネジメント※1手法の導入による計画的な設備更新 

（4）組織の活性化と人材育成 

 ①人事評価制度の導入 

②研修制度の充実、他団体（厚生労働省、福岡県、他水道企業団）への職員派遣 

③適正な要員管理 

（5）コスト縮減と財政基盤の確立 

 ①水道料金を責任水量制から二部料金制に変更 

②企業債残高の縮減 

③効率的な運転による電力料金の低減 

④効率的な水処理による水処理薬品費用の低減 

⑤浄水ケーキ※2の 100％有効利用による処分費用の節減 

２ 安心・快適な給水の確保に係る方策 

 （1）原水水質の変化に対応した適切な水処理 

 ①荒木浄水場水処理指針の運用、見直し、改善 

②水安全計画の策定と運用、見直し、改善 

（2）水質検査精度の向上及び水質検査体制の充実 

 ①水道ＧＬＰ※3の認証継続 

②水質検査機器の計画的な更新 
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３ 災害対策等の充実に係る方策 

 （1）震災等対策 

 ①荒木浄水場浄水処理施設の耐震化（耐震化率：50％） 

②導・送水管路の耐震化（耐震適合率※4：55％） 

③福岡県南地域水道災害相互応援協定と実施マニュアルの見直し 

④給水車１台、給水タンク 4基の購入 

⑤荒木浄水場浸水対策工事の実施 

（2）渇水対策 

 ①小石原川ダム建設事業の促進（要望活動の実施） 

４ 環境・エネルギー対策の強化 

 （1）環境負荷の低減 

 ①企業団エコアクション※5に基づく環境負荷低減活動の実施 

②ポンプ制御の効率化による電気消費原単位※6の抑制 

（2）地球温暖化対策実行計画の策定と運用 

 ①第 1次計画（H17～H21）、第 2次計画（H22～H26）第 3次計画（H27～H31） 

※1 アセットマネジメント：将来にわたって水道事業の経営を安定的に継続するための、長期的視野に立

った計画的な資産管理をいう。 

※2 浄水ケーキ：浄水場で水を浄化する際に取り除かれた微細な土砂などを脱水固化した土 

※3 水道ＧＬＰ：水質検査機関が行う水道水質検査の精度と信頼性保証を日本水道協会が認定する制度 

（Good Laboratory Practice の略） 

※4 耐震適合率：基幹管路総延長のうち、耐震適合性のある管の割合 

         （耐震適合性のある管：耐震管及び良い地盤に布設している非耐震管） 

※5 企業団エコアクション：企業団が平成 26 年度に策定した、ISO14001 に代えて簡素化を図った環境マ

ネジメントシステム 

※6 電気消費原単位：水道水１ｍ3の製造及び送水に必要な電力量 

 

（２）現状と課題の整理 

   当企業団の現状と課題について、水道法の目的である「清浄にして豊富低廉な水の

供給」、近年頻発する自然災害への対応、地球環境への配慮、及び事業継続に必要な財

政基盤の強化といった、水道事業経営を行う上で特に重要であると位置付けた６つの

観点(水需要･水質管理･水道施設･危機管理･環境対策･経営)から次項以降に整理しま

した。 
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１ 水需要 

（１）水道普及の動向 

①給水対象 

当企業団は、昭和 46 年 10 月の設立以来、増大する水需要に対応するため、創設事

業、第一期拡張事業を終え、現在は第二期拡張事業を推進しています。 

この間、給水対象は、設立当初の 7団体（7市町）から平成の市町村合併を経て 12団

体（13 市町）に増加しました（図 2.1.1）。 

   

②水道普及率の推移 

 構成団体の水道普及率は、平成 20年度末の 83.4％から平成 30年度末には 88.8％ま

で向上しましたが、全国平均（98.0％）や福岡県平均（94.6％）と比較すると、未だに

低い水準にあります（図 2.1.2）。 

 

   

③水源の確保 

  当企業団は、これまで給水対象及

び水需要の増加に対応するため、

「筑後川水系における水資源開発

基本計画（フルプラン）」に基づい

て建設されるダムに参画し水源を

確保してきました（表 2.1.1）。 一

日最大取水量は、創設時の 80,280

㎥/日から 205,280 ㎥/日に増加し

ています。 

 

 

表 2.1.1 水源内訳 

図 2.1.2 水道普及率の推移 図 2.1.1 給水対象 

事業の名称 水源の名称 一日最大取水量

江川・寺内ダム 67,140㎥/日

合所ダム 13,140㎥/日

第一期拡張事業 筑後大堰 13,500㎥/日

第二期拡張事業 大山ダム 61,080㎥/日

第三期拡張事業 小石原川ダム 50,420㎥/日

205,280㎥/日

創設事業

合計

97.5 97.5 97.7 97.8 97.9 98.0 

92.8 93.1 93.5 93.8 94.2 
94.6 

83.4 83.6 

84.7 

85.9 
87.0 

88.8 

80

85

90

95

100

H20 H22 H24 H26 H28 H30

水
道
普
及
率

(%
)

年度

全 国

福 岡 県

構成団体

ROOTS / Copyright(C) Heibonsha.C.P.C

1:650,000 正距円錐図法

福岡県

30km0 10 20

八女市

朝倉市

筑前町

筑後市

みやま市

大牟田市

久留米市

大刀洗町

大川市

柳川市

大
木
町

小
郡
市

熊 本 県

佐 賀 県 大 分 県

有 明 海

筑 後 川

広川町

給水対象（８市3町1企業団）
：給水対象
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（２）水需要の見通し 

国立社会保障・人口問題研究所の人口予測によれば、令和 12 年度における構成団体

の人口は令和元年度との比較で約 1 割減少し、それ以降も減少傾向が続く見通しとな

っています（図 2.1.3）。 

今後の供給水量については、水道普及に伴う増加が令和 8年度まで見込めるものの、

その後は人口の減少とともに減少していくという結果が得られています（図 2.1.4）。

【課題への対応 ⇒ P39 健全な経営の確保】 
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4,000

5,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

供給水量

(万m3/年)

年度

見通し 

図 2.1.3 構成団体の人口推移と推計人口 

平成27年 令和元年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年

2015年 2019年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

構成団体 864,643 ※843,883 838,693 808,650 776,156 741,733 705,133 667,767

構成団体：令和元年比 102.5% 100.0% 99.4% 95.8% 92.0% 87.9% 83.6% 79.1%

福岡県：令和元年比 100.1% 100.0% 100.0% 98.9% 97.2% 95.0% 92.3% 89.3%

0.0%
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]

人口推計（令和元年推計値）

見通し 

※令和元年は平成 27 年と令和 2年の直線補間値 

図 2.1.4 水需要の見通し 
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２ 水質管理 

（１）原水の水質 

   当企業団は主に筑後川の水

を原水とし、東櫛原取水場か

ら取水しています。筑後川流域

は、稲作や麦作の他に、果樹、

野菜、植木など多種にわたる農

作物の栽培が行われており、使

用される農薬も多岐にわたっ

ています。また、上流のダムで

は、増殖した植物プランクトン

に起因するカビ臭物質の発生

も懸念されます。さらに、集中

豪雨に伴う高濁水の流入、水質事故による油類や有害物質の流入、病原性原虫（クリプ

トスポリジウム等）の混入など、水道水へ悪影響を及ぼす様々なリスクを抱えています

(表 2.2.1)。このようなリスクに対して、当企業団では、原水水質の監視強化、水質の

変動に対応できる水処理施設の整備、処理性能の高い薬品の採用などの対応を行って

きました。しかし、近年は気候変動に伴って原水水質の不安定さも増しており、これま

で以上の監視強化と、柔軟性のある水処理が必要となっています。【課題への対応 ⇒ 

P34 水質管理体制の強化】 

 

（２）水安全計画 

当企業団では、水道水の安全性を高め安定的に供給していくことを目的として、平成

22 年 4 月に「水安全計画」を策定しました(図 2.2.1)。 

「水安全計画」は、水源から給水栓までのあらゆる過程において、水道水に悪影響を

原水水質のリスク要因 水道水への影響 

流域での降雨 

 

濁度の上昇 

有機物濃度の上昇 

上流ダムでの植物プラン

クトン発生 

カビ臭等の異臭味の発生 

原水 pH の上昇 

ろ過障害 

流域での農薬類の散布 農薬類の残留 

上流域での水質事故等の

発生 

臭気の異常 

有害物質の混入 

病原性原虫の混入 

図 2.1.4 水需要の見通し 水安全計画 

指針・要領等 
荒木浄水場水処理指針 荒木浄水場維持管理指針 水質管理に関する基本方針 

水質検査計画、他 水質事故に係る危機管理実施要領、他 
電気設備及び機械設備 水道ＧＬＰ 

浄水処理関連業務手順書 設備維持管理業務手順書 
検査に係る標準作業手順書、他 手順書等 

不具合対応手順書、他 
日常点検業務手順書 

不具合対応手順書、他 

運転管理業務 維持管理業務 水質管理業務 

図 2.2.1 水安全計画の体系 

 

点検基準、他 

表 2.2.1 主な原水水質のリスク要因と水道水への影響 
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及ぼす可能性のあるすべてのリスクを評価し、管理する手順を示したものです。 

「水安全計画」に基づいて、各工程(図 2.2.2)における水質目標を設定しています。

また、これらの水質目標を達成するために、「荒木浄水場水処理指針」を定め、各工程

の水質状況を水質検査で定期に確認するとともに、水質自動計器（濁度、残留塩素及び

pH 等）によって 24時間連続で監視しています。 

原水水質の変動に関わらず安定した水処理を行うためには、継続的に水安全計画を見

直し、最適化を図るだけでなく、最新の水処理技術を導入するなど、安全性と経済性の

両面から絶え間ない改善の取組が必要になります。【課題への対応 ⇒ P34 水質管理体

制の強化】 

 

（３）水質検査 

水道事業者等には、供給水の安全性を確認するために水質検査を行うことが水道法

第 20条により義務づけられています。当企業団では、水質検査計画に基づき、法に基

づく毎日検査（色、濁り、消毒効果）及び水質基準項目のみならず、水質管理上留意す

べき項目として水質管理目標設定項目や病原性原虫など、合わせて約 200 項目以上の

水質検査を定期的に行っています。 

また、水質検査には、その結果の信頼性についての保証が求められます。当企業団で

は、より良好な試験環境の確保と検査精度の向上を図るため、平成 19 年度に水質検査

施設を全面更新し、平成 20 年度には日本水道協会の水道ＧＬＰ※1（水道水質検査優良

試験所規範）の認定を取得しました。また、平成 24 年度には、水源から給水栓までの

水質を統合的に管理することを目的に「水質管理に関する基本方針」を策定し、構成団

体との共同水質検査を開始しました。 

検査技術が高度化する中、構成団体がそれぞれに水質専門職員を確保するのは困難

であり、県南地域の広域水質センターとしての当企業団の役割は今後、更に増大するも

のと考えられます。【課題への対応 ⇒ P34 水質管理体制の強化】 

※1 水道ＧＬＰ：水質検査機関が行う水道水質検査の精度と信頼性保証を日本水道協会が認定する制度 

（Good Laboratory Practice の略） 

返送水 

沈でん池 

図 2.2.2 荒木浄水場 水処理工程 
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３ 水道施設 

（１）拡張事業の状況 

当企業団は、構成団体の水需

要増加に伴って必要となる水

道用水を確保するため、大山ダ

ムを水源とし、一日最大給水量

を 157,640ｍ3 とする第二期拡

張事業を令和4年度末完成を目

標 に 実 施 し て い ま す ( 図

2.3.1)。 

   さらに、平成29年 10月には、

小石原川ダムを水源とし、一日

最大給水量を186,700㎥とする

第三期拡張事業の認可を受け

ました。 

水需要の増加により供給能

力に不足を生じている地域があり、第二期拡張事業では、その解消を早急に図る必要が

あります。第三期拡張事業については、管路更新事業及び耐震化事業との整合を図った

上で、将来の人口減少を踏まえた最適規模を模索していく必要があります。【課題への

対応 ⇒P33 安定供給の維持】 

 

（２）コンクリート構造物の状況 

荒木浄水場内の土木構造

物の約半数は、創設事業で築

造されたもので、既に 40年

以上が経過し、法定耐用年数

の 60年に近づいています(表

2.3.1)。 

当企業団ではこれらの構造

物の点検を含む維持・修繕な

どを実施しています。 

この結果、今のところ健全

な状態を維持できています

が、老朽化の進行に伴い、点

検や修繕の頻度はこれまで以

上に増加するものと予想されます。 

 図 2.3.1 送水系統図（創設事業～第二期拡張事業） 

表 2.3.1 荒木浄水場施設一覧 

 

 

ROOTS / Copyright(C) Heibonsha.C.P.C

1:650,000 正距円錐図法

福岡県

30km0 10 20

八女市

朝倉市

筑前町

筑後市

みやま市

大牟田市

久留米市

大刀洗町

大川市

柳川市

大
木
町

小
郡
市

熊 本 県

佐 賀 県 大 分 県

有 明 海

筑 後 川

広川町

給水対象（８市3町1企業団）
：給水対象

荒木
浄水場

合所ダム

大山ダム

寺内ダム

江川ダム
小石原川ダム

筑後

大堰

福岡県南広域水道企業団 事業概要図

（三井水道企業団）

高田調整池

東櫛原
取水場

八女水源地

藤山調整池

：給水区域

：既設導・送水管
（第一期拡張事業まで）

：導・送水管
（第二期拡張事業まで）

：送水管
（第二期拡張事業の残工事）

：供給地点

（令和元年度末時点） 
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（３）管路の状況 

当企業団は、導水管約 35km、送水管約 122km、合計で 157km の管路を保有しています

（令和元年度末現在）。創設時に布設した導水管と送水管は、既に法定耐用年数の 40年

を超過しているため、今後は漏水事故の発生リスクが増えていきます(図 2.3.2)。 

この対策として既設管路をすべて更新した場合、概算で 1,000 億円を超える莫大な

費用が必要になると試算しています(表 2.3.2)。その費用を縮減するには効果的で経済

的な管路更新計画を策定する必要があり、現在、そのための管体調査や土壌調査を行い、

基礎データの収集に努めています。 

管路更新費用は、企業団の経営の根幹に関わる大きな問題であり、構成団体との間で、

安全性と経済性に配慮した十分な意見交換による合意形成が必要となります。【課題へ

の対応 ⇒ P40 持続可能な水道施設の構築】 

 

検討条件 更 新 基 準 60 年（法定耐用年数 40 年の 1.5 倍） 

 既設管延長 188km(創設事業～第二期拡張事業まで) 

 その他条件 〇耐震性の向上を図るため、耐震管で整備 

〇既設管は更新管整備後に撤去 

〇更新管は既設管と別ルートに整備 

〇更新費用は、水道管の大きさ毎に整備単価※に管路延長を乗じて

算出 

【計算例】開削工事Φ1000mm ： 693 千円/m×100m＝69,300 千円 

※水道管路の再構築読本（平成 26 年 3月 水道技術研究センター）より 

検討結果 事 業 期 間 50 年間(2031～2080 年度まで) 

 事 業 費 ①更新管整備  888 億円 

②既設管撤去  232 億円 

  ①＋②   1,120 億円 

図 2.3.2 導・送水管経過年数別管路割合と法定耐用年数超過率 

右図：「法定耐用年数超過管路率」は、PI(業務指標)値 

全国(平成 29 年度)は水道用水供給事業のみ(92 事業者)との比較 

左図：導・送水管経過年数別管路割合 
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    表 2.3.2 管路更新に関する検討（平成 28 年度試算） 
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（４）電気機械設備の状況 

 電気機械設備の老朽化は、水道

施設としての本来の機能を低下

させ、最悪の場合には断水の原因

にもなります。 

電気機械設備の更新について

は平成 18 年度に第一期施設整備

更新計画を、平成 26 年度にはア

セットマネジメント※1 手法を導

入して第二期施設整備更新計画

を策定し、事業を実施していま

す。 

また、各々の設備については、

その点検周期と部品交換時期を

定めた「電気設備及び機械設備点

検基準」を定めており、健全性の

確保と長寿命化を図っています。 

さらに、更新計画や点検基準をより実効性のあるものにするために、更新工事や点検

業務の結果を次回の更新や点検に反映させるためのサイクルを確立しています(図

2.3.3)。その結果、施設を良好な状態に維持しながら、適切な時期に更新することがで

きています。第二期施設整備更新計画の事業期間が令和 6 年度末までとなっているた

め、それ以降の更新計画を策定する必要があります。【課題への対応 ⇒ P40 持続可能

な水道施設の構築】 

※1 アセットマネジメント：将来にわたって水道事業の経営を安定的に継続するための、長期的視野に立

った計画的な資産管理をいう。 

 

(５）資産管理の状況 

マッピングシステム（平成 17

年度）及び水道施設台帳システム

（平成 22年度）の導入により、

施設情報（設備仕様、修繕履歴な

ど）の共有と効率的な活用が可能

になりました（図 2.3.4）。 

現在は、点検、修繕及び更新の

ための基礎データとして活用して

います。 

    図 2.3.3 施設管理のサイクル 

 図 2.3.4 水道施設台帳システム画面 

チェックシートの作成

（結果の評価）

アセットマネジメント
（施設計画等）に反映

維持管理業務で活用（仕
様、履歴の検索等）

電気設備及び機械設
備点検基準に反映

工事（拡張・改良、修繕）・点検業務委託の実施

設備台帳に登録

施設の運用・維持管理の開始

施設管理上の課題の抽出・とりまとめ

課題に対する改善案の検討・決定

施設整備更新計画に反映

「施設機能評

価手順書」・
「水安全計画」

に基づく対応
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４ 危機管理 

（１）災害対策（ハード対策） 

  ①地震対策 

当企業団の施設は、水
み

縄
のう

断層帯を震源とする地震の発生（最大震度 7）を想定した対

策が求められています。このため、荒木浄水場の浄水施設（土木・建築構造物）につい

ては、耐震基準（阪神・淡路大震災による被災状況を受けて平成 9年に改定）を満たす

ための耐震化事業（第一期）を実施し、平成 30年度までに現有施設能力の 50％（約 8

万 m3/日）に相当する耐震化が完了し

ました。 

一方、平成 21 年度以降の導・送水

管路の布設工事においては耐震管を

採用し、管路についても耐震化率の向

上を図っています(表 2.4.1)。 

浄水施設の残り 50％の耐震化と耐

震適合性のない管路の耐震化率の向上

を進めることが必要です。 

【課題への対応 ⇒ P36 水道施設の整

備 （ハード対策）】 

 

②風水害対策 

近年、台風や豪雨によって水道施設

が被害を受け、住民生活に甚大な影響

を与える事例が全国的に頻発してい

ます。 

筑後川が氾濫した場合に浸水区域

に含まれている荒木浄水場では、令和

元年度に脱着式の止水板を設置する

浸水対策工事を実施しました(写真

2.4.1)。 

   

③バックアップ機能の強化 

当企業団の主要施設には、非常用自家発電設備を設置しています。中でも重要となる

東櫛原取水場と荒木浄水場については受電も二回線で行なっており、自家発電設備と

合わせて二重の停電対策を講じています。 

管路については、漏水事故による断水を回避するため、連絡管の整備や二条化を進め

ています。 

写真 2.4.1 浸水対策の状況 

表 2.4.1 耐震化率の推移 

 

※1 耐震適合率： 基幹管路総延長の内、耐震適合性のあ 

全国

H20年度 R1年度 H30年度

浄水施設の
耐震化率(%)

0.0 50.0 30.6

基幹管路の

耐震適合率(%)※１ 51.3 55.2 40.3

(うち耐震管※２) (6.2) (11.7) (25.9)

企業団

る管の割合 

(耐震適合性のある管：耐震管及び良い地盤に布設している 

非耐震管） 

 

※2 離脱防止機能付きダクタイル鋳鉄管及び鋼管 

16



第 2 章 現状と課題   

 

 

 

水道水の安定供給のためには、さらなるバックアップ機能の強化が不可欠です。【課

題への対応 ⇒ P36 水道施設の整備（ハード対策）】 

 

  ④保安強化対策  

荒木浄水場及び場外の水道施設（東櫛原取水場など）には、防護フェンスに加えて、

監視カメラや赤外線センサーによる侵入防止対策を行っています。 

当企業団の事務所は荒木浄水場の中枢である中央管理室と同じ管理本館内にあるた

め、部外者の出入りを完全に禁止することが困難であり、セキュリティ上の課題となっ

ています。【課題への対応 ⇒ P36 水道施設の整備（ハード対策）】 

 

（２）災害対策（ソフト対策） 

①ＢＣＰ（事業継続計画、Business Continuity Plan の略） 

当企業団では、災害時においても業務が継続できるように、平成 26年 3月にＢＣＰ

を策定し、これに基づく防災訓練を毎年度実施しています。 

しかし、近年は災害が多発化、激甚化する傾向にあり、発生しうる様々な局面に迅速

かつ適切に対応できる危機管理能力を備えていく必要があります。【課題への対応 ⇒ 

P37 危機管理体制の整備（ソフト対策）】 

 

②事故等への対策  

当企業団では、様々な事故、あるいはテロの発生を想定したマニュアルを定めていま

す。また、構成団体や近隣の水道事業者等と災害応援協定を締結し、応急給水や応急復

旧についての相互協力体制を構築しています。 

 最新の水道施設は、その性能が向上している一方で複雑にもなっています。また、情

報処理技術の進歩に伴い、サイバーテロなど、新たな危機にも備える必要があります。

このため、事故やテロの想定も多岐にわたるようになっており、マニュアルの整備もこ

れに対応していく必要があります。 

併せて、災害時においても、協力業者及び各種燃料や資機材を確保できる連携体制を

構築する必要があります。【課題への対応 ⇒ P37 危機管理体制の整備（ソフト対策）】 

 

③資機材の整備 

当企業団では、災害や事故に備えるため水道補修材などの資機材の整備を図るとと

もに、令和元年度には加圧式給水車（飲料水タンク容量 1,600ℓ）を配備しました。今

後は災害応援協定等に基づく給水活動が円滑に実施できるよう、構成団体の整備状況

を考慮した上で資機材を必要に応じて整備していく必要があります。【課題への対応 

⇒ P37 危機管理体制の整備（ソフト対策）】 
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５ 環境対策 

（１）環境に配慮した事業活動と省エネルギーへの取組 

  当企業団は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づいて、温室効果ガスの排

出を抑制するための計画である「第１次地球温暖化対策実行計画」を平成 17 年 12 月

に策定しました。その後 5 年ごとに見直しを行い、令和 2 年 3 月には第 4 次計画を策

定しました。第 4次計画では、次の 3つの目標を掲げています。 

 

①事務所活動における電気使用量の削減 

②公用車燃費の向上 

③用水供給事業活動における電気消費原単位※1の抑制 

  

当企業団の電気使用量の 88％

は水の輸送手段であるポンプの動

力が占めています（図 2.5.1）。輸

送する水量が増加すると管路抵抗

も増加するため、電気消費原単位

が悪化します。当企業団の供給水

量は年々増加していますので、電

気消費原単位も悪化するところで

すが、運用の工夫や高効率機器の

導入により今のところ横ばいで推

移しています。電気消費原単位は、

給水区域の地理的条件に左右され

るため一概に比較できませんが、

他の団体に比べて高い水準にあり

ます（図 2.5.2）。 

管路の更新や二条化は管路抵抗

の低減につながるため、省エネル

ギーの観点からも進めていく必要

があります。【課題への対応 ⇒ 

P45 省エネルギーの推進】 

 

※1 電気消費原単位：水道水１ｍ3 の製造及

び送水に必要な電力量 

 

 

図 2.5.1 企業団の電気使用量 

0.406 0.405
0.397 0.403 0.403

0.412
0.402 0.403

0.376

0.32

0.34

0.36

0.38

0.4

0.42

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 全国

(kWh/m3)

年度

※「電気消費原単位(kwh/m3)」は、PI(業務指標)値 

全国(H29 年度)は水道用水供給事業のみ(92 事業者) 

図 2.5.2 電気消費原単位 
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（２）資源リサイクルへの取組 

  ①浄水ケーキ※2の有効利用の促進 

当企業団では、浄水場で発

生する浄水ケーキの全てを

有効利用しています（図

2.5.3、表 2.5.1）。 

この取組の一つとして、浄

水ケーキを園芸土として利

用しやすいように袋詰めに

した製品「すくすく」（図

2.5.4）を一般の住民向けに

配付しています。 

浄水ケーキの全量リサイ

クルを今後も継続するため

には、発生量の抑制と配付先

の安定的な確保が重要とな

ります。【課題への対応 ⇒ 

P45 省エネルギーの推進】 

   

※2 浄水ケーキ： 浄水場で水を浄化

する際に取り除か

れた微細な土砂な

どを脱水固化した土 

 

   

 

  ②再生資材の利用促進  

管路の布設工事においては、再生資材（改良土、再生砕石、再生アスコン等）の有効

利用と建設副産物の再資源化に取り組んでいます。当企業団でも今後は更新事業に伴

う廃棄物の増加が見込まれます。コストと環境の両面からリサイクルの重要性が高ま

っています。【課題への対応 ⇒ P45 省エネルギーの推進】 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

有効利用量 993 2,626 1,248 1,737 1,766 

図 2.5.3 浄水ケーキができるまで 

               表 2.5.1 浄水ケーキ有効利用量       【単位：ｍ３】 

図 2.5.4 浄水ケーキ「すくすく」 
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６ 経営 

（１）経営分析 

平成 30 年度の経営指標について当企業団の数値と類似団体（全国の水道用水供給事

業 66団体）の平均値を比較しました（表 2.6.1）。 

  

 

①経営の健全性 

経常収支比率は 100％を上回っており、黒字となっています。累積欠損金もありませ

ん。 

流動比率は類似団体の平均値よりも低くなっていますが、100％を上回っており、短

期的な支払能力に問題はありません。また、固定資産の中に現金化が比較的容易な投資

有価証券と基金を保有していることもあり、当面、資金不足の心配はありません。 

表 2.6.1 経営指標 

指標の説明 当企業団
類似団体
平均値

経常収支比率
給水収益などの経常的な収入で経常的な費用をど
の程度賄えているかを表す指標。高い方が良い。

113.11％ 112.98％

累積欠損金比
率

営業収益に対する累積欠損金(営業活動により生
じた損失で、利益の累積でも補てんすることがで
きず、複数年度にわたって累積した損失のこと)
の状況を表す指標。低い方が良い。

0.00％ 10.49％

流動比率

短期的な債務への支払能力を表す指標。流動資産
(1年以内に現金化することのできる資産)と流動
負債(1年以内に支払うべき債務)の比率。高い方
が良い。

125.76％ 258.49％

企業債残高対
給水収益比率

企業債残高の規模を表す指標。水道料金による収
入(給水収益)に対する企業債残高の割合を表す指
標。低い方が良い。

285.61％ 290.31％

料金回収率
1㎥当たりの給水に係る費用(給水原価)を1㎥当た
りの給水収益(供給単価)でどの程度賄えているか
を表す指標。高い方が良い。

93.84％ 112.83％

給水原価
有収水量(料金収納の対象となった水量)1㎥当た
りについて、どれだけの費用がかかっているかを
表す。低い方が良い。

84.27円/㎥ 73.86円/㎥

施設利用率
施設の利用状況や適正な規模を判断する指標。施
設の一日の配水能力に対する一日平均配水量の割
合を表す指標。高い方が良い。

63.30％ 61.77％

有形固定資産
減価償却率

有形固定資産(施設・設備)の減価償却がどの程度
進んでいるかを表す指標。100％に近いほど保有
資産が耐用年数に近づいていることを示す。

50.67％ 55.77％

管路経年化率
法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指
標。高いほど老朽化が進んでいると考えられる。

15.97％ 25.84％

管路更新率
当該年度に更新(入れ替え)を行った管路延長の割
合を表す指標。管路の更新のペースの状況を把握
できる。高い方が良い。

0.00％ 0.24％

経営指標（H30）

経
営
の

健
全
性

経
営
の

効
率
性

老
朽
化

の
状
況
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企業債残高対給水収益比率は類似団体の平均値よりも低くなっています。企業債の

償還が進み、残高が徐々に減少していることが理由です。 

料金回収率は 100％を下回っています。これは、費用の中に占める減価償却費等の固

定費の割合が大きく、それを給水収益で回収できていないことが理由です。給水収益で

賄えていない費用は他会計繰入金※1 や資金運用益などの営業外収益で補てんしていま

す。 

 

※1 他会計繰入金：総務省の基準に基づき、当企業団の支出に充てるために構成団体の一般会計から繰り

入れられる財源。水道料金の高騰を抑える目的がある。 

 

②経営の効率性 

給水原価は類似団体の平均値よりも高くなっています。類似団体よりも減価償却費

が高いことが主な理由です。 

 施設利用率は類似団体の平均値よりも高くなっています。令和 2 年度以降は小石原

川ダムを水源とする供給能力の拡大により一時的に低下するものの、令和 8 年度まで

は水道普及率の上昇に伴い高くなり、令和 9 年度以降は人口減少に伴い低下すること

が予想されます。効率性の観点からは、施設利用率を高く維持する方が望ましいのです

が、近年多発している災害や渇水に備えて、ある程度の余裕も必要であり、効率性と安

全性のバランスをとる必要があります。 

 

③老朽化の状況 

有形固定資産減価償却率は類似団体の平均値よりも低くなっています。当企業団は

現在も拡張事業を行っており、比較的新しい施設を多く保有していることが理由です。 

同様に管路経年化率も類似団体の平均値よりも低くなっています。 

管路更新率は平成 30 年度に管路の更新を行っていないため、0％となっています。創

設期に整備した管路については布設してから既に 40 年以上が経過しており、これから

本格的な更新時期を迎えます。 

 

（２）財政状況 

①財政状況 

 直近 10 年間の純利益は年平均で 4 億

1,000 万円となりました(図 2.6.1)。 

運転資金、投資有価証券、水源開発積立

基金を合わせた総資金残高は、令和元年度

末で 97 億 5,000 万円となり、10 年間で 11

億8,000万円の増となりました（図2.6.2）。 

0

1

2

3

4

5

6

7

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

年度

純利益

(億円、消費税抜き)

図 2.6.1 純利益の推移 
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一方、企業債残高は、創設事業等で借り

入れた企業債の償還が進んだことで徐々に

減少していますが、企業債以外の有利子負

債としてダム割賦負担金※2 を抱えていま

す。企業債と大山ダム割賦負担金を合わせ

た未償還残高の総額は、令和元年度末時点

で 174 億 7,000 万円となりました（図

2.6.3）。 

さらに、令和 2 年度からは小石原川ダム

割賦負担金の償還も始まり、企業債と大山

ダム割賦負担金に小石原川ダム割賦負担

金を加えた未償還残高の総額は、令和 2年

度末時点で 240 億 5,000 万円となる見込み

です（図 2.6.3）。小石原川ダム割賦負担金

の元利償還額は、令和 2年度から令和 21年

度までの合計で 102 億円と見込んでいま

す。 

将来的には小石原川ダム割賦負担金の

償還と並んで管路更新事業が財政上の重要

課題となります。耐用年数を超過した水道

管を全て更新しようとすれば、50 年間で総額 1,000 億円を超える費用が必要になると

試算しています。 

当面、資金不足が懸念される状況にはありませんが、今後は小石原川ダム割賦負担金

の償還や管路更新事業などにより多大な財政負担が見込まれるため、コスト縮減によ

り支出を抑えるとともに、費用を賄うために必要な財源を確保していく必要がありま

す。【課題への対応 ⇒ P39 健全な経営の確保】 

 

※2 ダム割賦負担金：ダム建設事業に対する受益者負担金を事業主体である独立行政法人水資源機構に

対し割賦支払するもの。 

 

②水源開発積立基金 

ダム開発に伴う多額の費用負担に備えるため、平成 7 年度に水源開発積立基金を設

置しました。平成 24 年度までに 65億 3,900 万円を積み立て、平成 25年度からは大山

ダム割賦負担金の償還に毎年度 3億円を取崩しています。 

また、基金の運用益は令和元年度までの累計で 17億円に達しています。 

 

図 2.6.3 企業債・ダム割賦負担金の残高の推移 
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③水道料金 

当企業団の料金制度は、平成 25 年

度にそれまでの責任水量制※3 から二

部料金制へと移行しました（表

2.6.2）。二部料金制とは、減価償却費

等の固定費を「基本料金」で回収し、

動力費、薬品費等の変動費を「使用料

金」で回収する料金制度です。これに

より固定費の確実な回収と日々の受

水量に応じた公平な負担が両立でき

るようになりました。 

①財政状況で述べたような将来の

財政上の課題に対応するためには、経

営の効率化を図りながら、主要な収入である水道料金についても適正な料金水準を見

極めていく必要があります。【課題への対応 ⇒ P39 健全な経営の確保】 

 

※3  責任水量制：実際に使用した水量が契約水量より少ない場合でも、契約水量分の料金を支払う制度 

 

（３）人材の確保・育成と技術の継承 

これまで、水道の専門知識を習得するた

めの専門別研修や職責に応じた階層別の

研修を行ってきました。特に、浄水や水質

検査技術の分野では調査・研究を奨励し、

技術力の向上を目指してきました。また、

能力向上につながる多様な経験や機会を

得ることに配慮し、効果的な人事異動や人

事交流を実施してきました。 

令和 2 年 4 月現在、29 名の一般職が在

籍しており、40歳以上の職員が全体の 65％を占めています（図 2.6.4）。全体の 20％を

占める 55歳以上の職員については、数年のうちに定年退職を迎え、新たな人材が必要

となる中、少子化の進行と相まって、その確保は難しくなっています。 

これからも、「安全で良質な水の安定供給」を継続するためには、職員一人一人が高

い使命感を持ち、専門技術・知識の習得に努めるとともに、新たな人材を確保しつつ、

これまで培った技術の継承をしていく必要があります。また、当企業団は、独立採算の

公営企業であり、今後置かれる厳しい財政状況の中で、持続可能な事業経営を行ってい

くためには、鋭い経営感覚を持った職員が必要となってきます。 

※単価は消費税込み 

表 2.6.2 料金制度 

25歳未

満

25歳～

30歳

30歳～

35歳

35歳～

40歳

40歳～

45歳

45歳～

50歳

50歳～

55歳

55歳以

上

事務 0 1 1 0 1 2 1 2

技術 1 3 3 1 4 5 0 4

0

1

2

3

4

5

6

7

8

職
員

数
(人

）

図 2.6.4 職員年齢構成 

H1.4.1 水道料金 80.34 3%

H8.4.1 水道料金 74.00 3%

H9.4.1 水道料金 74.00 5%

基本料金 65.00

使用料金  9.00

基本料金 66.00

使用料金  9.00

基本料金 68.00

使用料金  9.00
R1.10.1 10%

単価(円/㎥)
料金
制度

年月日 消費税率

責
任

水
量

制

二
部
料
金
制

H25.4.1 5%

H26.4.1 8%
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さらに、それらのためには、技術や経験の継承方法の確立、研究環境の維持とともに、

人材育成の土壌となる職場環境の整備を併せて行っていくことが必要です。【課題への

対応 ⇒ P43 組織力の強化】 

 

（４）広報活動 

荒木浄水場では、学習指導要領に基づいて「水道」を学習する構成団体内の小学校（年

間 70校、約 3,000 名）の社会科見学を受け入れています。また、平成 30年度からは小

学生に加えて県南地域住民を対象にした見学会を行っています。 

その他、企業団の運営状況や供給水の水質に関する情報をホームページやＳＮＳ、ニ

ュースレター（年 2回発行）を通じて発信しています。 

今後も当企業団の業務への理解及び水道への関心を深めていただく取組を行ってい

く必要があります。【課題への対応 ⇒ P44 組織力の強化】 
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当企業団は、前章で整理したとおり、水需要の減少や管路の老朽化など様々な課題を抱え

ています。これらの課題に対応するためには、時代や環境の変化に合わせて、企業団も変わ

っていく必要があります。 

しかし、安全で良質な水の安定供給により地域住民の生活と経済活動を支えていくとい

う使命については変わることがないものと考えます。このため、「安全で良質な水の安定供

給により住民生活の向上と地域の発展に貢献する」ことを基本理念とします（図 3）。 

安全 

いつでも安全、快適に利用できる水道を目指します。 

強靭 

災害や不測の事態に対応できる強さとしなやかさを備えた水道を目指し

ます。 

持続 

変化する経営環境に適応し、将来に向かって持続可能な水道を目指しま

す。 

図 3 福岡県南広域水道企業団水道ビジョン 2020 基本理念と理想像 

安全で良質な水の安定供給により

住民生活の向上と地域の発展に貢献する
《基本理念》

福岡県南広域水道企業団水道ビジョン2020

企業団の理想像

安 全 強 靭

持 続
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施策目標１ 安全で良質な水の安定供給 

主な事業１ 安定供給の維持 

 

【具体的な取組】 

（１）水需要に応じた供給能力と安定供給の確保 

大山ダムを水源とする第二期拡張事

業については、必要な供給能力(表

4.1.1.1)を確保するための管路整備を

進めます。 

令和元年度末現在、3 つの送水系統

（図 4.1.1.1）の管路整備を行っていま

す。道路管理者・河川管理者などの関係

機関や地元住民との調整を早期に行う

ことで、円滑な工事の進捗を図ります。 

小石原川ダムを水源とする第三期拡張事業については、水需要の変化や既存施設の

老朽化状況等を踏まえて、効果的な施設整備を進めていきます。 

事業名 一日最大給水量 工期 

第二期 

拡張事業 
157,640 m3/日 

平成 元年度から 

令和 4年度 

第三期 

拡張事業 
186,700 m3/日 

平成 30 年度から 

令和 11 年度 

表 4.1.1.1 拡張事業の概要 

図 4.1.1.1 第二期拡張事業の管路整備状況（令和元年度末時点） 

ROOTS / Copyright(C) Heibonsha.C.P.C

1:650,000 正距円錐図法

福岡県

30km0 10 20

八女市

朝倉市

筑前町

筑後市

みやま市

大牟田市

久留米市

大刀洗町

大川市

柳川市

大
木
町

小
郡
市

熊 本 県

佐 賀 県 大 分 県

有 明 海

筑 後 川

広川町

給水対象（８市3町1企業団）
：給水対象

荒木
浄水場

合所ダム

大山ダム

寺内ダム

江川ダム
小石原川ダム

筑後

大堰

福岡県南広域水道企業団 事業概要図

（三井水道企業団）

高田調整池

東櫛原
取水場

八女水源地

藤山調整池

：給水区域

：既設導・送水管
（第一期拡張事業まで）

：導・送水管
（第二期拡張事業まで）

：送水管
（第二期拡張事業の残工事）

：供給地点
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施策目標１ 安全で良質な水の安定供給 

主な事業２ 水質管理体制の強化 

 

【具体的な取組】 

（１）水安全計画の運用 

引き続き「水安全計画」に基づいて、水源から給水栓までに存在するリスクの発生に

対し、個々に定めた監視方法と対応方法により、速やかにリスクを回避します。（図

4.1.2.1） 

 

 

    

「荒木浄水場水処理指針」に基づいて、原水水質の変化に応じた水処理を行います。

常に安全で快適な水道水を供給するために、国（水道法）の基準より厳しい目標値（表

4.1.2.1）を定めて水質を管理します。 

特に、カビ臭物質（ジェオスミンなど）や消毒副生成物（トリハロメタンなど）につ

いては、水温が高くなる夏期や降雨後などに上昇傾向を示すため、上昇時期の管理を強

化し、低減化を図ります。 

これらの計画や指針については、運用結果をフィードバックして、継続的に見直しま

す。 

 

 

項目 水質基準値（水道法） 水質目標値（企業団） 

濁度 2 度以下 0.08 度以下 

総トリハロメタン 0.1mg/L 以下 0.035mg/L 以下 

アルミニウム及びその化合物 0.2mg/L 以下 0.08mg/L 以下 

カ

ビ

臭 

ジェオスミン 0.00001mg/L 以下 0.000005mg/L 以下 

2-メチルイソボルネオール 

（2-MIB） 
0.00001mg/L 以下 0.000005mg/L 以下 

表 4.1.2.1 供給水の水質目標値（水処理指針抜粋） 

【水安全計画の効果】 

〇水の安全性の確保 

〇信頼性の確保 

〇技術力の維持向上 

図 4.1.2.1 水安全計画に基づくリスク対応へのイメージとその効果 

監視ポイント：
水質管理上重要と考えるポイントを選定し、ポイントごとに水質管理目標値、監
視方法及び目標値逸脱（異常発生）時の対応マニュアルを設定、整備します。

検証と見直し 

34



第４章 目標実現に向けた施策   

 

 

 

（２）水処理技術の向上 

近年は、気候変動に伴って原水水質の不安定さが増しています。このような状況の

中で確実な水処理を行うため、流域関係者等と連携しつつ、気象特性や水源水質の変

化を早期に把握するとともに、適時、水処理方法の評価と見直しを行います。 

併せて、水処理における実績や経験を蓄積し、そのノウハウを「水安全計画」や

「荒木浄水場水処理指針」に反映することにより、水処理技術の向上を図ります。 

さらに、水処理に関する調査研究や内外の研修等を通じて、新たな知見や情報の収

集に努め、処理性能の高い薬品（粉末活性炭など）の採用や最新の水処理技術の導入

を図ります。その中で、水処理の安全性や運転の効率化に繋がる IT技術（IoT や AI

など）の導入についても検討していきます。 

新技術の導入にあたっては、薬品や電力使用量の削減も十分考慮し、安全性と経済性

の両立を目指します。 

 

（３）水質検査体制の維持 

県南地域の中核的な水質センターとして、水源から構成団体の給水栓に至るまで、き

め細かな水質管理を実施するため、自己検査体制を維持しつつ、水道ＧＬＰ※1 の適正

な運用に基づく水質検査技術の向上と計画的かつ効率的な水質検査設備の維持更新を

行っていきます。また、これらに必要な人員を確保するとともに、OJT や外部研修を通

じて人材育成を行っていきます。 

さらに、水質に関する厚生労働省や日本水道協会の研究会等への参画を通じて、水質

検査方法や水道関係法令改正等の国の水道行政の動向に係る情報収集、及び新たな浄

水技術についての調査研究に努めます。 

構成団体に対しては、上記のような取組を踏まえた上で、水質管理全般にわたる技術

支援や情報提供を行っていきます。 

 

※1 水道ＧＬＰ：水質検査機関が行う水道水質検査の精度と信頼性保証を日本水道協会が認定する制度                                                                                

（Good Laboratory Practice の略） 

 

（４）環境保全活動の実施と関係団体との連携 

将来にわたり安全で良質な水道原水を確保

するためには環境の保全が重要となります。 

関係団体と連携しながら、水源地域におけ

る環境保全活動に積極的に参加していきます

(写真 4.1.2.1)。 

また、浄水場見学会等を通じて、環境保全

に関する啓発活動を行っていきます。  
写真 4.1.2.1 清掃活動状況 
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施策目標２ 危機管理対策の強化 

 主な事業１ 水道施設の整備（ハード対策） 

 

【具体的な取組】 

（１）水道施設の耐震化 

浄水施設については、平成 30 年度ま

でに現有施設能力の 50％（約 8万 m3/日）

に相当する耐震化が完了しました。 

引き続き、残り 50％の浄水施設の耐震

化については、更新計画等との調整を図

った上で、必要な耐震補強工事を行いま

す。 

また、管路の新設及び更新は、全て耐

震管により行います(写真 4.2.1.1)。 

 

 

 

（２）バックアップ機能の強化 

地震等による水道用水供給への影響

を最小限に抑えるために管路の二条化

(写真 4.2.1.2)や他団体との緊急連絡管

の整備など、バックアップ機能の強化に

ついて検討します。 

検討にあたっては、既設管の老朽化状

況、水需要の動向などを踏まえた上で、

更新事業との整合性を図りながら必要

な整備計画を策定します。 

 

 

（３）水道施設における保安対策の強化 

水道施設への侵入防止対策として、定期巡回や監視カメラ・赤外線センサーによる

監視を行います。 

さらに、最新の情報技術等を用いたセキュリティ対策の強化を進めます。 

  

写真 4.2.1.1 耐震管の吊り上げ状況 

 

日本ダクタイル鉄管協会 提供 

写真 4.2.1.2 管路布設状況 
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第４章 目標実現に向けた施策   

 

 

 

施策目標２ 危機管理対策の強化 

 主な事業２ 危機管理体制の整備（ソフト対策） 

 

【具体的な取組】 

（１）組織内における事業継続体制の強化 

①ＢＣＰ（事業継続計画）の継続的な改善 

構成団体との応援協定やＢＣＰに基づく防

災訓練を定期的に実施し、職員の意識向上と対

応能力の強化を図ります。 

また、新型コロナウイルス等の感染症対策と

して、在宅勤務・時差出勤を可能とする職場環

境を整備し、感染の予防と拡大防止に努めま

す。 

 

  ②マニュアルの整備 

災害や事故に対応するためのマニュアルを

体系的に整備し、継続的に見直します。表

4.2.2.1 に示すとおり、施設事故等に対応する

マニュアルを追加し危機管理対策を強化しま

す。 

 

③資機材の整備 

応急復旧用の資機材や応急給水用の資機

材(写真 4.2.2.1)については、防災訓練や被

災地の支援活動などの経験を踏まえて、実効性のある整備を行います。 

  配備した給水車(写真 4.2.2.2)等のマニュアルを整備し、これに基づく操作訓練を構

成団体職員の参加を得て実施します。 

 

危機管理 

マニュアル類

(※1) 

企業団 

マニュアル名称 

策定 

有無 

地震対策 地震対策編 有 

風水害対策 風水害対策編 有 

水質汚染事故

対策 

水質事故に係る危機

管理実施要領 
有 

テロ対策 危機管理対策要綱 有 

渇水対策 
渇水対策本部 

設置要綱 
有 

新型インフル

エンザ対策 

新型インフルエンザ

対策行動計画 
有 

情報セキュリ

ティ対策 

情報セキュリティ 

ポリシー 
有 

施設事故対策 - 無 

停電対策 - 無 

管路事故対策 - 無 

表 4.2.2.1 危機管理マニュアル類の策定状況 

 

※1 厚生労働省が作成を求める各種マニュアル

類 

 

写真 4.2.2.1 組立式給水タンク 写真 4.2.2.2 加圧式給水車 
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第４章 目標実現に向けた施策   

 

 

 

（２） 関係団体との連携体制の強化 

広域的な災害が発生した場合には、対応マニュアルや応援協定等に基づいて、関係団

体との連携を図りながら対応します（図 4.2.2.1）。 

停電時における燃料調達を安定化するため、石油販売業者等との連携を図ります。ま

た、漏水発生時に迅速に対応できるように、補修材のメーカーや管工事業者との協力体

制を整備します。 

 

 

 

 

  

図 4.2.2.1 地震等緊急時における情報連絡の流れ 

業務継続が可能
と判断。
BCP災害対策
本部解散。

他の地域
災害発生県南地域

災害発生

BCP災害対策本部設置あり
【震度５（強）以上の地震等の場合】

◎本部長：企業長
○副本部長：両部長
・総務資源班
・情報計画班
・復旧班
・浄水管理班

BCP災害対策本部

BCP災害対策本部設置なし
【震度5（弱）以下の地震等の場合】

◎本部長：企業長
・総務課：県南地域災害対策本部事務局設置

↓
構成団体への応援要請、日水協との調整
を行い、企業団としての応援体制を構築
する。

【応援体制】
BCP災害対策本部と同じ体制とする。

BCPに基づく対応

被災団体

構成団体以外の被災団体の場合：
日水協からの応援要請あり

日本水道協会

各構成団体水道担当課 企業団からの応援

災害発生フローチャート概要

応援要請

応援職員派遣

応援不可の場
合⇒日水協へ
応援要請

県南地域災害対策本部

応援職員派遣
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第４章 目標実現に向けた施策   

 

 

 

施策目標３ 経営基盤の強化 

 主な事業１ 健全な経営の確保 

 

【具体的な取組】 

（１）投資・財政計画等の策定とローリング※1 

将来の財政状況を把握するために今後 40 年間の長期財政収支の見通しを立てた上で、

令和 2年度から直近 10年間の投資・財政計画を策定しました（第５章参照）。 

「第２章 ６経営」で述べたとおり、将来的には小石原川ダム割賦負担金の償還と並

んで管路更新事業が財政上の重要課題となります。 

これらの課題に対応するため、時代や環境の変化に合わせて各事業計画を見直し、毎

年度の予算編成時期に合わせて長期財政収支の見通しと投資・財政計画のローリン   

グを行っていきます。 

 

※1 中期又は長期の計画を経営環境の変化にあわせて定期的に見直し、補正すること。 

 

（２）コスト縮減のための取組 

様々な視点から各種費用を見直し、コスト縮減につながる取組を行います。 

○浄水処理では、原水や目標とする浄水の水質に応じて、最適な薬品注入量を設定

することで薬品費の削減を図ります。 

○電気料金については、エネルギー使用の効率化や電力契約に競争性を導入する

ことなどにより持続的な削減を図ります。 

○工事では、最新技術に関する情報収集に努め、安価で確実な工法を積極的に採用

していきます。 

○管理本館においては、省エネルギー設備の導入により光熱費の削減を図ります。 

  

（３）水道料金に関するシミュレーション 

今後 40 年間の長期財政収支の見通しでは、ダム割賦負担金の償還完了による他会計

繰入金の終了により収入が減少する一方で、第三期拡張事業、耐震化事業、管路更新事

業に係る減価償却費等の支出が増加するため、収益的収支が赤字になることが見込ま

れます。 

このため、人口減少・水需要減少による構成団体の厳しい財政状況を踏まえつつ、コ

スト縮減に努めた上で、今後の適正な料金水準について検討し、シミュレーションを行

います。検討に当たっては、施設整備に要する費用と料金のバランスをいかに取るかに

ついて構成団体との合意形成を図ります。 
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施策目標３ 経営基盤の強化 

主な事業２ 持続可能な水道施設の構築 

 

【具体的な取組】 

（１）適切な資産管理 

基礎データの整備や技術的な知見に基づく点検・診断等により、既存施設の健全性等

を適切に評価し、将来における水道施設全体の更新需要を把握したうえで、施設の重要

度・優先度を踏まえた更新計画を策定します。また、中長期的な視点を持って、更新需

要や財政収支の見通しを立てることにより、財源の裏付けを有する計画的な更新を行

います。 

 

（２）管路の再構築 

管路の劣化状態を確認するため     

の調査(写真 4.3.2.1)を行い、更新

の優先順位を決定します。更新後の

口径と経路については、水需要の動

向と危機管理対策（耐震性の向上、

バックアップ機能の強化）を考慮し

て決定します。さらに、国庫補助金

を活用したコスト縮減策等を検討

した上で、調査結果等を踏まえた更

新計画を早期に策定します。 

この計画に基づく管路更新事業

により、持続可能な管路の再構築を

目指します。 

 

（３）コンクリート構造物の再構築 

創設期に建設された水処理施設（着水井、フロック形成池、沈でん池など）のコンク

リート構造物については、40 年以上経過し老朽化が進んでいます。点検や補修による

延命化を図りつつも、将来の水需要や水処理技術の動向、運用の効率化などを踏まえた

再構築の検討を進めていきます。 

 

（４）電気設備及び機械設備の更新 

電気機械設備については、「第二期施設整備更新計画」と「電気設備及び機械設備点

検基準」により各施設の良好な状態を保持しつつ、施設の点検結果や最新の技術的な情

報を踏まえて、効果的な第三期施設整備更新計画を令和 6年度までに策定します。  

 写真 4.3.2.1 管体調査状況 
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施策目標３ 経営基盤の強化 

主な事業３ 広域連携・官民連携の推進 

 

【具体的な取組】 

（１）広域連携の推進 

水需要が減少していく中、管路更新に伴う費用の増加により、財政状況の悪化が避

けられない状況にあります。構成団体の多くも同様の課題を抱えており、国庫補助金等

を活用した広域連携について検討が不可欠となっています(図 4.3.3.1)。 

そのため、平成 28年度に構成団体と企業団で「アセットマネジメント研究会」を立

ち上げ、令和元年度までに広域化シミュレーションにより事業統合の効果を確認しま

した。令和 2年 2月には、より具体的な検討作業を行うため、「アセットマネジメント

研究会」に代わり「広域連携に関する勉強会」を設置しました。 

今後は、福岡県が策定を予定している水道広域化推進プランとの調整を図りながら、

「広域連携に関する勉強会」の中で構成団体と協議を進めていきます。 

     

図 4.3.3.1 広域連携の形態 

 

 

 

出典：日本水道協会ホームページ 
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（２）官民連携の検討 

水道施設の維持管理に

ついて、当企業団では一

般的な業務委託（個別委

託）を実施してきまし

た。今後はさらに水道の

基盤の強化（運営に必要

な人材の確保や施設の効

率的運用、経営面でのス

ケールメリットの創出

等）を図るため、包括委

託への移行や設計・工

事・維持管理の一括発注

（ＤＢＯ）などの官民連

携手法を基に、新たな形

態での業務の実施に向け

た検討を行います(表

4.3.3.1)。 

検討にあたっては、当企業団の業務内容にあった適切な連携形態を選定します(図

4.3.3.2)。 

また、構成団体や他の水道事業者等と共同で実施できる官民連携手法についても検

討していきます。 

図 4.3.3.2 水道事業における業務範囲と官民連携との関係 

出典：水道事業における官民連携に関する手引き（改訂版）より（厚生労働省水道課） 

表 4.3.3.1 水道事業における官民連携手法 

業務分類(手法) 制度の概要 取組状況※及び「実施例」

一般的な業務委託
（個別委託・包括委託）

○施設設計、水質検査、施設保守点検、
メーター検針、窓口・受付業務などを民
間に委託

○個別業務の委託の他、広範囲にわたる
複数の業務を一括して委託する包括委
託がある

運転管理に関する委託：1589箇所（651水道事業者）

【うち、包括委託は、463箇所（141水道事業者）】

第三者委託
（民間業者に委託する場合と他の水
道事業者に委託する場合がある）

○浄水場の運転管理業務等の水道の管
理に関する技術的な業務について、水道
法上の責任を含め委託

民間事業者への委託：142箇所（40水道事業者)
「広島県水道用水供給事業本郷浄水場」、
「箱根地区水道事業包括委託」ほか

他の市町村等への委託：15箇所(11水道事業者）
「福岡地区水道企業団 多々良浄水場」、
「横須賀市小雀浄水場」ほか

DBO
（Design Build Operate）

○地方自治体（水道事業者）が資金調達
を負担し、施設の設計・建設・運転管理な
どを包括的に委託

６箇所（６水道事業者）
「会津若松市滝沢浄水場等」、「見附市青木浄水場」、
「松山市かきつばた浄水場等」、
「四国中央市中田井浄水場」、「佐世保市北部浄水場」、
「大牟田市・荒尾市ありあけ浄水場」

PFI
（Private Finance Initiative）

○公共施設の設計、建設、維持管理、修
繕等の業務全般を一体的に行うものを対
象とし、民間事業者の資金とノウハウを
活用して包括的に実施する方式

12箇所（８水道事業者）
「横浜市川井浄水場」、「岡崎市男川浄水場」、
「神奈川県寒川浄水場排水処理施設」、
「東京都 朝霞浄水場・三園浄水場常用発電設備」ほか

公共施設等運営権方式
（コンセッション方式）

○公共施設（水道施設）の所有権を地方
自治体が有したまま、民間事業者に当該
施設の運営を委ねる方式

（未実施）

業務分類(手法) 制度の概要 取組状況※及び「実施例」

一般的な業務委託
（個別委託・包括委託）

○施設設計、水質検査、施設保守点検、
メーター検針、窓口・受付業務などを民
間に委託

○個別業務の委託の他、広範囲にわたる
複数の業務を一括して委託する包括委
託がある

運転管理に関する委託：1589箇所（651水道事業者）

【うち、包括委託は、463箇所（141水道事業者）】

第三者委託
（民間業者に委託する場合と他の水
道事業者に委託する場合がある）

○浄水場の運転管理業務等の水道の管
理に関する技術的な業務について、水道
法上の責任を含め委託

民間事業者への委託：142箇所（40水道事業者)
「広島県水道用水供給事業本郷浄水場」、
「箱根地区水道事業包括委託」ほか

他の市町村等への委託：15箇所(11水道事業者）
「福岡地区水道企業団 多々良浄水場」、
「横須賀市小雀浄水場」ほか

DBO
（Design Build Operate）

○地方自治体（水道事業者）が資金調達
を負担し、施設の設計・建設・運転管理な
どを包括的に委託

６箇所（６水道事業者）
「会津若松市滝沢浄水場等」、「見附市青木浄水場」、
「松山市かきつばた浄水場等」、
「四国中央市中田井浄水場」、「佐世保市北部浄水場」、
「大牟田市・荒尾市ありあけ浄水場」

PFI
（Private Finance Initiative）

○公共施設の設計、建設、維持管理、修
繕等の業務全般を一体的に行うものを対
象とし、民間事業者の資金とノウハウを
活用して包括的に実施する方式

12箇所（８水道事業者）
「横浜市川井浄水場」、「岡崎市男川浄水場」、
「神奈川県寒川浄水場排水処理施設」、
「東京都 朝霞浄水場・三園浄水場常用発電設備」ほか

公共施設等運営権方式
（コンセッション方式）

○公共施設（水道施設）の所有権を地方
自治体が有したまま、民間事業者に当該
施設の運営を委ねる方式

（未実施）

業務分類(手法) 制度の概要 取組状況※及び「実施例」

一般的な業務委託
（個別委託・包括委託）

○施設設計、水質検査、施設保守点検、
メーター検針、窓口・受付業務などを民
間に委託

○個別業務の委託の他、広範囲にわたる
複数の業務を一括して委託する包括委
託がある

運転管理に関する委託：1589箇所（651水道事業者）

【うち、包括委託は、463箇所（141水道事業者）】

第三者委託
（民間業者に委託する場合と他の水
道事業者に委託する場合がある）

○浄水場の運転管理業務等の水道の管
理に関する技術的な業務について、水道
法上の責任を含め委託

民間事業者への委託：142箇所（40水道事業者)
「広島県水道用水供給事業本郷浄水場」、
「箱根地区水道事業包括委託」ほか

他の市町村等への委託：15箇所(11水道事業者）
「福岡地区水道企業団 多々良浄水場」、
「横須賀市小雀浄水場」ほか

DBO
（Design Build Operate）

○地方自治体（水道事業者）が資金調達
を負担し、施設の設計・建設・運転管理な
どを包括的に委託

６箇所（６水道事業者）
「会津若松市滝沢浄水場等」、「見附市青木浄水場」、
「松山市かきつばた浄水場等」、
「四国中央市中田井浄水場」、「佐世保市北部浄水場」、
「大牟田市・荒尾市ありあけ浄水場」

PFI
（Private Finance Initiative）

○公共施設の設計、建設、維持管理、修
繕等の業務全般を一体的に行うものを対
象とし、民間事業者の資金とノウハウを
活用して包括的に実施する方式

12箇所（８水道事業者）
「横浜市川井浄水場」、「岡崎市男川浄水場」、
「神奈川県寒川浄水場排水処理施設」、
「東京都 朝霞浄水場・三園浄水場常用発電設備」ほか

公共施設等運営権方式
（コンセッション方式）

○公共施設（水道施設）の所有権を地方
自治体が有したまま、民間事業者に当該
施設の運営を委ねる方式

（未実施）

業務分類(手法) 制度の概要 取組状況※及び「実施例」

一般的な業務委託
（個別委託・包括委託）

○施設設計、水質検査、施設保守点検、
メーター検針、窓口・受付業務などを民
間に委託

○個別業務の委託の他、広範囲にわたる
複数の業務を一括して委託する包括委
託がある

運転管理に関する委託：1589箇所（651水道事業者）

【うち、包括委託は、463箇所（141水道事業者）】

第三者委託
（民間業者に委託する場合と他の水
道事業者に委託する場合がある）

○浄水場の運転管理業務等の水道の管
理に関する技術的な業務について、水道
法上の責任を含め委託

民間事業者への委託：142箇所（40水道事業者)
「広島県水道用水供給事業本郷浄水場」、
「箱根地区水道事業包括委託」ほか

他の市町村等への委託：15箇所(11水道事業者）
「福岡地区水道企業団 多々良浄水場」、
「横須賀市小雀浄水場」ほか

DBO
（Design Build Operate）

○地方自治体（水道事業者）が資金調達
を負担し、施設の設計・建設・運転管理な
どを包括的に委託

６箇所（６水道事業者）
「会津若松市滝沢浄水場等」、「見附市青木浄水場」、
「松山市かきつばた浄水場等」、
「四国中央市中田井浄水場」、「佐世保市北部浄水場」、
「大牟田市・荒尾市ありあけ浄水場」

PFI
（Private Finance Initiative）

○公共施設の設計、建設、維持管理、修
繕等の業務全般を一体的に行うものを対
象とし、民間事業者の資金とノウハウを
活用して包括的に実施する方式

12箇所（８水道事業者）
「横浜市川井浄水場」、「岡崎市男川浄水場」、
「神奈川県寒川浄水場排水処理施設」、
「東京都 朝霞浄水場・三園浄水場常用発電設備」ほか

公共施設等運営権方式
（コンセッション方式）

○公共施設（水道施設）の所有権を地方
自治体が有したまま、民間事業者に当該
施設の運営を委ねる方式

（未実施）

出典：全国水道関係担当者会議資料より 

（厚生労働省水道課） 

※上図の①②について、業務範囲として、①については財政管理、人事管理を含めるか否か、

②については長期経営計画作成業務等を含めるか否か、などが考えられる 
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第４章 目標実現に向けた施策   

 

 

 

施策目標３ 経営基盤の強化 

主な事業４ 組織力の強化 

 

【具体的な取組】 

（１）人材の確保・育成と技術の継承 

今後も、研修基本計画に基づき、水道

の専門的な知識を習得するための専門

別研修、職責に応じた階層別研修を実施

していきます。技術力向上のため、浄水・

水質検査技術の分野では、調査・研究を

奨励し、その成果を発表する場（写真

4.3.4.1）に積極的に参加し、業務へフ

ィードバックしていきます。また、職員

の経営に関する知識や技術力等を高め

ることを目的とした研修を実施すると

ともに、自己啓発研修を奨励します。 

研修に加えて、人事評価制度を継続的に実施し、職員の一人一人の能力を最大限に活

かす仕組みや組織風土づくりにも取り組みます。 

 人材確保については、平成 22 年に策定した長期要員計画を定期的に見直しながら、

職員構成を考慮した採用を実施していきます。国が推進している就職氷河期世代支援

に基づく中途採用の検討や民間等経験者の中途採用を活用し、年齢構成を平準化して

いきます。また、女性職員の比率が低いことから男女雇用の機会均等をさらに進めてい

きます。採用試験実施に当たっては、広く広報や PR 活動を行い、受験者の確保に努め

ます。 

水処理・水運用業務や建設工事等の技術の維持及び継承を推進するため、適切な人員

配置やマニュアルの整備、再任用制度の活用を行っていきます。 

 

（２）職場環境の改善 

   働きやすい職場環境は、職員がその能力を発揮し、やりがいを感じ、成長していく基

盤であり、職員一人一人の成長が組織力の向上に繋がり、企業団の事業活動を支えます。 

風通しの良い職場環境の整備に努め、組織の活性化や業務の効率化を図りつつ、時間

外勤務の縮減を行います。その上で、仕事と家庭の両立を可能にする制度や就業形態を

検討し、さらなる業務効率化やスキルアップなどの相乗効果・好循環を目指します。 

また、女性活躍の推進や障がい者に配慮した環境整備、ハラスメント対策を行い、職

員の安全衛生、健康増進対策を推進することで、よりよい企業団風土を創っていきます。 

 

写真 4.3.4.1 研究発表状況 
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第４章 目標実現に向けた施策   

 

 

 

（３）広報活動 

荒木浄水場見学会（図 4.3.4.1）

などのイベントや小学校の社会科

見学を通じて、県南地域住民に、「水

の大切さ」の啓発と企業団の業務に

対する理解を深めていただくとと

もに、水道水の「安全性」や「おい

しさ」を知ってもらうことで、「水道

水」のイメージアップを図っていき

ます。  

図 4.3.4.1 見学会のお知らせ 

荒木浄水場

荒
木

至大牟田 至八女

至久留米

野伏間荒木町白口 上津荒木

209 3

申込先・お問い合せ先
福岡県南広域水道企業団 施設部浄水場水質センター
〒830-0062 久留米市荒木町白口５５
☎ 0942-27-1563 FAX 0942-27-1795
Email suishitsu@sfwater.or.jp
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第４章 目標実現に向けた施策   

 

 

 

施策目標３ 経営基盤の強化 

 主な事業５ 省エネルギーの推進 

 

【具体的な取組】 

（１）省エネルギー対策の実施 

①地球温暖化対策実行計画の推進 

第 4 次地球温暖化対策実行計画(表 4.3.5.1)及び企業団エコアクション※１に従って、

温室効果ガス排出量の抑制に取り組みます。その達成状況については、毎月、点検を行

い、必要な対策を講じていきます。 

結果については、ホームページ上で情報提供していきます。 

 

 

※1 企業団エコアクション：企業団が平成 26 年度に策定した、ISO14001 に代えて簡素化を図った環境

マネジメントシステム 

※2 目標値が実績値を下回っているのは、今後も引き続き供給量が増加する見込みであり、それに伴い

電気消費原単位が大きくなると見込んだため。 

 

 

 

 

②省エネルギーの推進 

当企業団で使用する電力は、そのほとんどが水道水を送水するためのポンプ設備等

で消費されているため、高効率機器の導入や送水施設の運用方法の改善などにより、電

力使用量の低減を図ります。 

併せて、環境負荷の低減を図るため、再生可能エネルギー（マイクロ小水力発電設備

等）について検討し、費用対効果が見込めるものについては具体化を図ります。 

 

  

項 目 目 標 値 
第３次計画(H27～R1)の 

実績値（平均） 

基本目標 

ＣＯ２排出原単位 

0.181 ㎏/㎥以下 

（送水量１㎥当り） 

ＣＯ２排出原単位 

0.188 ㎏/㎥ 

（送水量１㎥当り） 

管

理

目

標 

管理本館電気使用量 年間 521,500kwh 以下 年間 524,303kwh 

公用車の燃費 13.7 ㎞/ℓ 以上 13.6 ㎞/ℓ 

用水供給に係る電気

消費原単位 

0.410kwh/㎥以下※２ 

（送水量１㎥当り） 

0.405kwh/㎥ 

（送水量１㎥当り） 

表 4.3.5.1 第 4 次地球温暖化対策実行計画（令和 2～6年度） 
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第４章 目標実現に向けた施策   

 

 

 

（２）資源リサイクルの推進 

①浄水ケーキ※3の有効利用の促進 

引き続き「浄水ケーキの 100%有効利用」を目標に、乾燥効率の向上や水処理薬品使

用量の削減などによる浄水ケーキの減量化に努めるとともに、利用者と用途の拡大を

進めます。 

 

※3 浄水ケーキ：浄水場で水を浄化する際に取り除かれた微細な土砂などを脱水固化した土 

 

②再生資材の利用促進 

当企業団が発注する建設工事（送水管工事、施設建設など）においては、再生資材（改

良土、再生砕石、再生アスコンなど）を積極的に利用します。また、建設工事で発生し

た建設副産物（建設発生土、アスファルト塊など）については再資源化に努めていきま

す。 
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第５章 投資・財政計画   

 

 

（１）策定趣旨 

当企業団では、「第４章 目標実現に向けた施策」における施設整備に要する事業費

とその財源の見込み等を基に「福岡県南広域水道企業団水道ビジョン 2020」の計画期

間である令和 2年度から令和 11 年度までの 10年間の投資・財政計画を策定しました。 

 

（２）投資・財政計画 

①収益的収支（消費税抜き） 

収益的収支※1（P52 表 5.2）では、10 年間で 31 億円の純利益を見込んでいます（図

5.1）。 

計画期間中、供給水量は令和 8 年度まで増加する見通しで（図 5.2）、現行の料金単

価（基本料金 61.91 円、使用料金 8.58 円）を維持できる見込みです。 

しかし、今後 40 年間の長期財政収支の見通しでは、他会計繰入金の終了による収入

の減少や第三期拡張事業等に係る減価償却費等の支出の増加により、収益的収支が厳

しくなることが見込まれますが、水道料金への影響を少しでも緩和するためのコスト

縮減に努めていきます。 

 

※1 収益的収支：水道事業の経営活動に伴って発生する収入と支出 

 

  

②資本的収支（消費税込み） 

資本的収支※2（P53 表 5.3）では、10 年間の収入額 147 億円が支出額 397 億円に対 

して 250 億円不足する見通しですが、内部留保資金※3 で全額補てんできるため、資金

不足が生じることはない見込みです（図 5.3）。 

計画期間において表 5.1 の事業を予定しており、総事業費を 163 億円と見込み、こ 

の財源を企業債※4・国庫補助金・出資金※5・内部留保資金で賄うこととしています。 

表 5.1 の事業のうち第二期拡張事業以外の事業の財源は企業債と内部留保資金のみ

となっていますが、可能な限り国庫補助金の活用ができるように努めます。 

図 5.1  収益的収支の見込み 図 5.2  供給水量と料金収入の見込み 
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第５章 投資・財政計画   

 

 

表 5.1 の事業の他にも企業債と大山ダム、小石原川ダムの割賦負担金の償還のため 

に 10年間で総額 226 億円の支出が生じる見込みですが（図 5.4）、この財源は水源開発

積立基金取崩額 15億円と内部留保資金で賄うこととしています。 

 

 

※2 資本的収支：資産の取得に係る収入と支出 

※3 内部留保資金：減価償却費などの現金支出を伴わない支出や収益的収支によって企業内に留保 

される自己資金 

※4 企業債：施設の整備に充てるために借り入れる地方債 

※5 出資金：総務省の基準に基づき、国庫補助対象事業の支出に充てるために構成団体の一般会計 

から繰り入れられる財源。水道料金の高騰を抑える目的がある。 
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図 5.4 企業債・割賦負担金の支払見込み

み 
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図 5.3 資本的収支の見込み 

 

 

表 5.1 事業費と財源内訳 

企業債
国庫

補助金
出資金

内部留

保資金

第二期拡

張事業

大山ダムを水源とし、一日最
大給水量を61,080㎥/日増量

するための施設整備事業

31億円 10億円 10億円 10億円 1億円

第三期拡
張事業

小石原川ダムを水源とし、一
日最大給水量を50,420㎥/日

増量するための施設整備事業

72億円 57億円 － － 15億円

耐震化事
業

水道施設の耐震化率の向上を
図るための事業

7億円 6億円 － － 1億円

改良更新

事業
電気・機械設備等の更新事業 53億円 39億円 － － 14億円

163億円 112億円 10億円 10億円 31億円

事業名 事業内容
事業費

(R2～R11)

財　源　内　訳
(R2～R11)

総　額
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（３）将来の財政状況 

計画期間においては収益的収支で純利益が生じ、資本的収支では資金不足が生じる

ことはないものの、内部留保資金残高は 4億円減少し 18 億円（表 5.3、図 5.5）、運転

資金、投資有価証券、水源開発積立基金を合わせた総資金残高は 14 億円減少し 83 億

円（図 5.6）となる見込みです。 

さらに、計画期間終了後には 50 年間で 1,000 億円を超える費用を試算している管路

更新事業が控えており、財政状況はますます厳しくなることから、内部留保資金を蓄積

するなど必要な財源を確保しておく必要があります。 

このため、施設整備計画の最適化やコスト縮減により支出を抑えることはもちろん、

収入面においても費用に見合う料金水準について、構成団体との合意形成を図りなが

ら検討を行っていきます。 

 

  

図 5.5 内部留保資金残高の見込み  

図 5.6 総資金残高の見込み 
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第６章 フォローアップ   

 

 

福岡県南広域水道企業団ビジョン 2020 で掲げている施策目標を着実に実現するため、具

体的な取組ごとに行動計画を策定し、ＰＤＣＡサイクルによる進捗管理を行っていきます。 

なお、令和 6年度に達成状況の中間評価を行います（図 6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進捗 

管理 

Do 

 

Action 

 

Check 

 

Plan 

 

行動計画に沿った事業 

の実施 

達成状況を評価 

行動計画の精査・検討 

計画期間までの 

行動計画策定 

R2 
2020 年 

R11 
2029 年 

R6 

2024 年 

  図 6  新ビジョンの進捗管理 
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「福岡県南広域水道企業団水道ビジョン 2020」 
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（各年度の予算に反映させ、各種事業を実施） 
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